
令和７年度８月補正予算の概要について 
 

 

 

[現計予算額：3,811,455千円 ８月補正額：31,197千円 補正後予算額：3,842,652千円] 

 

１ 歳入予算の補正内容 

 

（１）分担金及び負担金 

・令和６年度決算剰余金の額について、構成団体負担金を減額する。（△59,367千円） 

・令和６年度ドクターヘリ事業に係る国庫補助金の精算に伴う返還金の発生により、

構成団体負担金を増額する。（1,513千円） 

 

（２）繰入金 

・財政調整基金に繰り出した（積み立てた）額を繰り入れる。（29,684千円） 

 

（３）繰越金 

・令和６年度決算剰余金の全額を繰越金として受け入れる。（59,367千円） 

 

 

款 項 目 
補正額 

（千円） 
備    考 

分担金及び 
負担金 

負担金 負担金 △57,854 

決算剰余金 
    △59,367 

国庫補助金の精算に伴う返還 
1,513 

繰入金 基金繰入金 
財政調整基金 
繰入金 

29,684 
財政調整基金からの繰入 

29,684 

繰越金 繰越金 繰越金 59,367 
令和６年度決算剰余金 

59,367 

計 31,197  
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２ 歳出予算の補正内容 

 

（１）総務費 

・地方財政法の規定に基づき、令和６年度決算剰余金（59,367千円）の1/2を財政 

調整基金に繰り出す。（29,684千円） 

 

（２）広域医療費 

・令和６年度のドクターヘリ事業に係る国庫補助金について、精算に伴い一部を返

還する必要があるため、補助金返還額を計上する。（1,513千円） 

 

 

 

 

３ 構成団体別負担金の内訳 

 

別紙のとおり 

 

 

 

 

 

 

 

 

款 項 目 
補正額 

（千円） 
備  考 

総務費 企画管理費 財政調整基金費 29,684 
財政調整基金への繰出 
(繰越金の1/2)    29,684 

総務費計 29,684  

広域医療費 広域医療費 広域医療事業費 1,513 
令和６年度ドクターヘリ事業
に係る国庫補助金返還金 

1,513 

広域医療費計 1,513  

合  計 31,197  
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[債務負担行為の補正（追加）：１件] 

 

４ 債務負担行為の補正（追加）内容 

 

広域医療事業費 

ドクターヘリ運航業務委託契約について、令和７年度末に現行の契約期間が満了す

ることから、次期運航業務委託契約を今年度に結ぶ必要がある。今般、委託契約の積

算に用いる医療提供体制推進事業費補助金における令和７年度のドクターヘリ運航

経費の基準額が示されたことから、令和８年度からの運航に向けた準備を速やかに行

うため債務負担行為を設定する。 

 

 

〔債務負担行為の補正（追加）〕                      （単位：千円） 

事項 期間 区分 限度額 
補正額に係る財源内訳 

国庫支出金 その他 一般財源 

ドクターヘリ

運航業務委託 

令和８年度

～ 

令和10年度 

 

要求総額 3,859,872 

<医療提供体制推
進事業費補助金> 

1,929,936 

       

 

1,929,936 

年

度 

令和８年度 1,286,624 643,312  643,312 

令和９年度 1,286,624 643,312  643,312 

令和10年度 1,286,624 643,312  643,312 
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 関西広域連合構成団体負担金内訳（令和７年度８月補正） 　　　別紙

滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 計

令和７年度当初予算 263,601,000 224,962,000 168,617,000 413,315,000 66,425,000 138,276,000 206,517,000 240,585,000 52,069,000 54,625,000 45,015,000 48,022,000 1,922,029,000

令和７年度８月補正予算 ▲ 5,847,000 ▲ 14,544,000 4,832,000 ▲ 12,546,000 ▲ 3,779,000 ▲ 4,179,000 ▲ 7,685,000 ▲ 4,139,000 ▲ 2,629,000 ▲ 2,605,000 ▲ 2,338,000 ▲ 2,395,000 ▲ 57,854,000

令和７年度８月補正後予算(端数処理後) 257,754,000 210,418,000 173,449,000 400,769,000 62,646,000 134,097,000 198,832,000 236,446,000 49,440,000 52,020,000 42,677,000 45,627,000 1,864,175,000

令和７年度８月補正後予算(端数処理前) 257,754,218 210,417,501 173,449,180 400,768,548 62,646,473 134,097,162 198,831,569 236,446,075 49,439,670 52,020,227 42,676,562 45,626,877 1,864,174,064

令和７年度８月補正後予算(端数処理前) 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 計

人件費・事務費
（均等割）

37,202,731 37,203,694 37,203,680 37,203,359 37,203,311 37,203,207 19,621,647 37,203,438 37,202,897 37,203,542 37,203,424 37,203,590 428,858,523

うち企画調整費 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 2,040,075 24,480,903

令和７年度８月補正後予算(端数処理前) 滋賀県 京都府 大阪府 兵庫県 奈良県 和歌山県 鳥取県 徳島県 京都市 大阪市 堺市 神戸市 計

広域防災
（人口）

1,117,910 2,038,798 6,989,002 4,321,823 1,047,418 729,597 569,041 684,488 1,287,123 386,342 713,214 19,884,755

広域観光・文化・スポーツ振興(観光）
（人口50・宿泊施設数50）

3,176,555 11,936,875 14,219,565 10,723,666 2,866,585 3,400,998 2,016,865 2,202,622 5,417,948 3,663,478 630,920 1,412,168 61,668,245

広域観光・文化・スポーツ振興(文化）
（人口50・均等割50）

1,438,724 1,910,177 4,444,453 3,078,980 1,402,636 1,239,927 1,090,461 1,157,730 1,215,216 1,522,315 1,063,284 1,229,855 20,793,758

広域観光・文化・スポーツ振興(スポーツ）
（人口50・均等割50）

1,652,092 2,193,463 5,103,580 3,535,602 1,610,652 1,423,811 1,252,180 1,329,423 1,395,437 1,748,078 1,220,972 1,412,247 23,877,537

広域産業振興
（人口50・事業所数50）

2,897,327 4,290,396 15,202,629 8,936,601 2,046,778 1,599,761 912,512 1,175,281 1,303,001 2,752,398 817,254 1,196,741 43,130,679

広域産業振興（農林）
（第1次産業人口）

1,800,872 2,403,906 2,007,896 4,908,955 1,462,977 3,920,963 2,335,574 2,756,728 259,034 66,563 95,189 270,264 22,288,921

広域医療（ドクヘリ運航経費）
（運航実績）

159,157,980 96,808,199 69,937,809 261,948,322 ▲ 788,461 5,095,999 125,450,007 142,121,086 859,730,940

広域医療（ドクヘリ運行経費以外）
（人口）

123,438 225,121 771,713 477,208 115,655 80,562 48,325 62,833 63,687 119,757 35,946 66,359 2,190,602

広域環境保全
（人口）

2,774,977 5,060,894 17,348,751 10,728,031 2,520,310 1,811,072 1,412,525 1,699,738 3,196,219 959,374 1,771,072 49,282,964

広域職員研修
(受講者数割）

307,612 241,979 220,101 417,000 307,612 548,266 351,367 198,224 460,755 263,857 351,367 3,668,140

大阪・関西万博
関西パビリオン設置運営

46,104,000 46,104,000 54,489,000 12,851,000 77,043,000 46,104,000 46,104,000 328,799,000

計 220,551,486 173,213,807 136,245,500 363,565,189 25,443,162 96,893,955 179,209,922 199,242,637 12,236,772 14,816,685 5,473,138 8,423,287 1,435,315,541

ドクヘリ及び関西パビリオン設置運営費を
除いた場合の負担金総計

52,492,020 67,505,801 103,511,191 84,331,678 50,583,461 51,958,001 27,277,993 48,220,914 49,440,000 52,020,000 42,677,000 45,627,000 675,645,060

負担金総計 （単位：円）

総務費

事業費

（単位：円）

（単位：円）

算定条件

○総務費 ⇒ ・参加事業数が3事業以下の場合は、他団体の１／２の負担とする ○事業費 ⇒ ・広域医療（ドクヘリ運航経費）は、滋賀県、京都府、大阪府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県が負担

・企画調整費は均等割とする ・大阪・関西万博関西パビリオン設置運営は、滋賀県、京都府、兵庫県、奈良県、和歌山県、鳥取県、徳島県が負担

・鳥取県は３分野（広域観光・文化・スポーツ振興、広域産業振興、広域医療）に参加、その他の府県政令市は全分野に参加

※端数処理の関係で内訳と合計額が一致しない場合がある。

※負担金総計は、負担金規則に基づき500円未満を切り捨て、500円以上を切り上げて計算している。
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